



A Study of the Resident Intentions on Rebuilding Hirabari Public Housing



































































































































































































































































































世帯類型 員数 世帯主 家族
健単 1 男 59歳
1 女 29歳
健複 3 男 50歳 妻・男20歳
3 男 45歳 妻・男 6歳
3 男 29歳 妻・男 1歳
4 男 55歳 妻・女26歳・男24歳
4 男 54歳 妻・男21歳・男16歳
4 男 50歳 妻・男20歳・女18歳





高複 2 男 80歳 妻
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5．まとめ
 建替え後住宅への再入居を希望する世帯は243世帯79.7％と高く，未定は45世帯14.8％，非
再入居希望はわずか15世帯4.9％で居住者の当住宅継続居住意向は強い．ここで現居住世帯主
の年齢構成をみると49歳以下が78世帯25.6％，50－64歳が103世帯33.8％，65－74歳が69世帯
22.6％，75歳以上が33世帯10.8％で，65歳以上が33.4％を占め，今後も前期・後期高齢者によ
る高齢化が進行する．また，世帯員数は1人が70世帯23.0％，2人が108世帯35.4％で，今後単身
高齢世帯の増加が予想される．シルバーハウジング（生活援助員による福祉サービスをうけら
れる高齢者向け住宅）や老人世帯向け住戸など，高齢者の身体機能に配慮した相当数の住宅が
必要であろう．
 一方，さまざまな年齢層の居住者が共に支え合う地域社会，ソーシャルミックスの形成のた
めには，子育て世代の居住を支援する方策も同時に求められる．
 居住世帯を健単，健複，高単，高複の4つの世帯類型で比較すると，現状の問題点や評価，
今後の意向についていくつかの相違が見られ，建替えに際しての供給住戸の計画や，入居住戸
の決定において，個別事情への配慮が求められる．さらに，介護人のいない世帯等，生活上の
不安を感じている世帯において今後の方針を決めかねる様子が少数ながらみられる．公共住宅
の建替えにおいて，多様なニーズに対応でき居住者意見を反映させた計画や家賃額等について
の十分な説明など，不安の払拭を図る方策が今度の課題となろう．
 なお，本研究をすすめるにあたり名古屋女子大学特別研究助成を受けた．
表2 再入居しない理由
世帯類型 理由（複数回答） 世帯数
健単
住宅が狭い
親族と同居したい
交通が不便
買い物不便
1
1
1
1
健複
自分の家を持ちたい
住宅が狭い
親族と同居したい
庭のある家に住みたい
その他
4
3
1
1
1
高単
福祉少なく老後住みにくい
住宅が狭い
親族と同居したい
緑が少ない
買い物不便
近所づきあいが悪い
治安が悪い
その他
3
2
1
1
1
1
1
1
高複 親族と同居したい 1
表3 再入居しない場合の転居先
世帯類型 転居先 世帯数
健単 他の県営・民間賃貸住宅 1
未定 1
健複 一戸建て建設・購入 3
分譲マンションを購入 1
他の県営・民間賃貸住宅 1
親族の家 1
高単 分譲マンションを購入 1
他の県営住宅 2
他の県営・民間賃貸住宅 1
未定 1
高複 他の公営住宅 1
図17 高齢者対応住宅希望（再入居世帯） 図18 永住希望（再入居世帯）
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要  約
 名古屋市東部に立地し，1964年（昭和39）に入居が開始された愛知県営平針住宅の中の，
2005年度（平成17）建替え対象になっている4・5階建て2K・2DK，483戸に居住する440世帯
を対象に，自治会の協力を得て留置き自記式調査票調査を実施した．回収数305票，回収率
69.5％であった．世帯主年齢は，49歳以下が78世帯25.6％，50－64歳が103世帯33.8％，65－74
歳が69世帯22.6％，75歳以上が33世帯10.8％で，65歳以上が33.4％を占め，今後も高齢化が進
行する．世帯員数は，1人が70世帯23.0％，2人が108世帯35.4％，3人が59世帯19.3％，4人が56
世帯18.4％，5・6人が7世帯2.3％である．世帯型は，単身67世帯22.0％，夫婦62世帯20.3％，夫
婦＋未婚子105世帯34.4％，単親＋未婚子42世帯13.8％，その他7世帯2.3％である．最低居住水
準は，以上229世帯75.1％，未満67世帯22.0％である．建替え後再入居意向は，再入居243世帯
79.7％，未定45世帯14.8％，非再入居15世帯4.9％で居住者の継続居住意向は強い．これらにつ
いて再入居意向や建替え後住宅への要望等を検討した．
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